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平成26年度当初予算のあらまし
平成26年度の伯耆町一般会計及び特別会計の当初予算の概要をお知らせします。

町債
4億1,570万円
6.0％

地方譲与税
6,336万円
0.9％

地方消費税
交付金
1億646万円
1.6％

町税
13億7,319万円
19.9％

分担金及び
負担金
1億2,025万円
1.7％

諸収入
1億1,427万円
1.7％

財産収入
3,907万円
0.6％

その他
3,722万円
0.5％

その他
4,614万円
0.7％

地方交付税
35億1,694万円
51.0％

県支出金
5億2,216万円
7.6%

依存財源
74.6％

繰入金
6,673万円
1.0%

国庫支出金
4億6,851万円
6.8％

自主財源
25.4％

　平成26年度当初予算は、より生活に身近な分野に視点を広げ、
町民生活の向上に結び付くよう各種事業を展開していきます。町
財政におきましては、学校耐震化事業の減少や土地開発公社の解
散などにより、予算規模は大きく減少し、若干ですが好転の兆しが
出てきました。しかしながら、本町における公債費負担は依然とし
て高い水準にあり、今後は地方交付税の減額も見込まれるため、
当初予算において繰上返済を行い、将来負担の軽減を図り、なお
一層の財政健全化に向けた取組みを行っていきます。

１． 一般会計
≪当初予算額≫
平成26年度　　68億9,000万円
平成25年度　　72億9,100万円

比　較　　△4億　100万円（△5.5%）

公債費
12億3,623万円
17.9％

補助費等
14億1,817万円
20.6％

物件費
12億728万円
17.5％

人件費
11億7,058万円
17.0％

繰出金
6億8,554万円
10.0％

扶助費
6億5,551万円
9.5％

普通建設事業費
4億3,374万円
6.3％

貸付金
290万円
0.0％

災害復旧費
1,000万円
0.2％

積立金
2,104万円
0.3％

維持補修費
2,182万円
0.3％予備費

2,719万円
0.4％

合計 68億9,000万円
歳入（収入）

●使用料 ： 1,674万円減少
　（植田正治生誕100周年事業などの減のため）
●諸収入 ： 2億8,585万円減少
　（土地開発公社解散による貸付金収入などの減のため）
●町債 ： 3億9,060万円減少
　（学校耐震化事業などの減のため）

減ったもの

●町税 ： 2,673万円増加
　（震災復興関連による町民税の増収などのため）
●消費税交付金 ： 1,448万円増加
　（消費税率引上げによる増収のため）
●地方交付税 ： 2億円増加
　（公債費部分の増加のため）
●国庫支出金 ： 3,998万円増加
　（臨時福祉給付事業、子育て世帯臨時特例給付事業などの増加のため）
●県支出金 ： 2,049万円増加
　（日光保育所利活用整備事業、消防施設整備事業などの増加のため）

増えたもの
主な特徴

合計 68億9，000万円
歳出（支出）

●扶助費 ： 2,668万円減少（生活保護扶助費などの減のため）
●普通建設事業費 ： 3億6,566万円減少（学校耐震化事業、町民の森整備事業などの減のため）
●貸付金 ： 3億1,916万円減少（土地開発公社解散のため）

減ったもの

●人件費 ： 3,713万円増加
　（職員給与カットの廃止などのため）
●物件費 ： 2,792万円増加
　（臨時職員賃金の改善などのため）
●補助費 ： 9,388万円増加
　（臨時福祉給付金、社会福祉協議会補助金などの増加のため）
●公債費 ： 1億7,254万円増加
　（近年の建設事業の償還の増加や繰上返済などのため）

増えたもの
主な特徴

　
　
　

   

　
町
制
施
行
10
周
年
記
念
事
業【
新
規
】 

４
３
８
万
円

町
制
10
周
年
の
節
目
に
、本
町
の
魅
力
を
町
内
外
に
効
果
的
に
発
信
し
、本

町
の
更
な
る
飛
躍
に
つ
な
げ
る
。

【
内
容
】記
念
式
典（
27
年
１
月
）、記
念
講
演（
27
年
３
月
）、冠
事
業
な
ど

　
　
町
議
会
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信【
新
規
】 

４
２
万
円

町
議
会
の
様
子
を
26
年
度
は
試
験
的
に
録
画
・
編
集
後
、町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
よ
り
配
信
す
る
。

　
フ
リ
ー
ス
ポ
ッ
ト
設
置
事
業【
新
規
】 

１
８
１
万
円

町
内
の
公
共
施
設
・
集
客
施
設
に
フ
リ
ー
ス
ポ
ッ
ト（
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
ア
ク
セ

ス
ポ
イ
ン
ト
）を
設
置
す
る
こ
と
で
、利
用
者
の
利
便
性
を
向
上
さ
せ
る
。

　 

日
光
保
育
所
利
活
用
整
備
事
業【
新
規
】 

２
，０
０
４
万
円

現
在
、空
き
施
設
と
な
っ
て
い
る
日
光
保
育
所
に
つ
い
て
県
補
助
金
な
ど
を

利
用
し
て
食
堂
・
加
工
場
・
農
産
物
販
売
所
な
ど
の「
住
民
の
集
ま
る
場
」と

し
て
再
整
備
を
行
う
。

総
務
費

　
　
　

   

　 

社
会
福
祉
協
議
会
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営
事
業（
老
人
福
祉
セ
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ー
改
修
）【
新
規
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６
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２
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円

次
期
、介
護
保
険
法
改
正
で
は
、要
支
援
者
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
市
町
村

事
業
へ
移
行
さ
れ
る
た
め
、受
け
皿
と
な
る
介
護
予
防
拠
点
を
整
備
す
る
。

ま
た
当
施
設
は
、避
難
所
と
な
っ
て
い
る
た
め
老
朽
化
し
た
空
調
・
ト
イ
レ

な
ど
の
改
修
費
用
を
助
成
す
る
。
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３
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消
費
税
率
の
引
上
げ
に
際
し
、低
所
得
者
に
与
え
る
負
担
が
高
い
こ
と
を
踏

ま
え
、１
年
半
分
の
食
料
品
の
支
出
額
の
増
加
分
と
し
て
生
活
保
護
受
給
者

を
除
く
住
民
税
非
課
税
者
一
人
に
つ
き
１
万
円
を
支
給
、ま
た
老
齢
基
礎
年

金
受
給
者
に
は
、一
人
に
つ
き
５
千
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が
加
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さ
れ
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。
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。

民
生
費

平成26年度当初予算での主な事業

主な経費などの推移 （22～24年度は決算額。25年度は3月補正後予算額。）
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こ
と
を
踏

ま
え
、１
年
半
分
の
食
料
品
の
支
出
額
の
増
加
分
と
し
て
生
活
保
護
受
給
者

を
除
く
住
民
税
非
課
税
者
一
人
に
つ
き
１
万
円
を
支
給
、ま
た
老
齢
基
礎
年

金
受
給
者
に
は
、一
人
に
つ
き
５
千
円
が
加
算
さ
れ
る
。

　
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
事
業【
新
規
】《
国
の
施
策
》 

１
，３
９
０
万
円

消
費
税
率
の
引
上
げ
に
際
し
、子
育
て
世
帯
へ
の
影
響
を
緩
和
す
る
と
と
も

に
、子
育
て
世
帯
の
消
費
の
下
支
え
を
図
る
観
点
か
ら
、児
童
一
人
あ
た
り

１
万
円
を
支
給
す
る
。

　
保
育
所
修
繕
事
業【
新
規
】《
公
共
施
設
整
備
基
金
充
当
》 

７
１
５
万
円

溝
口
保
育
所
の
重
油
式
ガ
ス
ボ
イ
ラ
ー
、暖
房
設
備
、給
湯
設
備
を
一
体
的

に
撤
去
・
更
新
す
る
。

民
生
費

平成26年度当初予算での主な事業

主な経費などの推移 （22～24年度は決算額。25年度は3月補正後予算額。）

　
学
校
耐
震
化
事
業
の
減
少
や
、町
民
の
森
整

備
事
業
な
ど
大
型
の
建
設
事
業
の
終
了
に
よ

り
26
年
度
は
、大
幅
に
減
少
し
て
い
ま
す
。26

年
度
の
主
な
建
設
事
業
は
、岸
本
中
学
校
体
育

館
等
改
修
事
業
や
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
、清
掃

セ
ン
タ
ー
改
修
事
業
な
ど
で
す
。

建
設
事
業
費
の
推
移

　
18
年
度
か
ら
続
け
て
き
た
職
員
給
与
カ
ッ
ト

を
廃
止
し
た
影
響
で
人
件
費
が
増
加
し
て
い

ま
す
。

人
件
費
の
推
移

（億円）
15.0

10.0

5.0

0.0

11.3 10.7
12.6

24 25 26 （年度）

12.7

4.3

2322

（億円）

90.0

40.0

30.0

81.9 78.8 76.8 78.6 71.2

242322 25 26 （年度）

　
25
年
度
で
増
額
と
な
っ
て
い
る
の
は
、学
校
耐
震

化
事
業
や
町
民
の
森
整
備
事
業
な
ど
の
事
業
が
集

中
し
た
た
め
で
す
。26
年
度
は
約
４
億
１
千
万
円

の
借
入
と
約
11
億
５
千
３
百
万
円
の（
元
金
）返
済

を
予
定
し
て
い
ま
す
。

地
方
積（
借
金
）残
高
の
推
移

（億円）
40.0

30.0

2.0

34.1
31.6 33.1

24 25 26 （年度）

34.9 34.5

2322

　
将
来
の
財
政
負
担
に
備
え
基
金
の
積
み
立
て
を

行
っ
て
い
ま
す
。26
年
度
は
岸
本
中
学
校
体
育
館

改
修
事
業
な
ど
に
充
て
る
た
め
に
取
崩
や
利
子
分

の
積
立
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

基
金（
貯
金
）残
高
の
推
移

当
初
予
算
に
盛
り
込
ま
れ
た

主
な
事
業
を
費
目
別
に
紹
介
し
ま
す
。

（億円）
15.0

10.0

5.0

0.0
24 25 26 （年度）2322

11.0 11.110.9 11.5 11.7

（
町
政
全
体
に
関
す
る
運
営
管
理
、庁
舎
維
持
管
理
な
ど
）

（
児
童
・
高
齢
者
、障
が
い
者
福
祉
な
ど
）

職員給与
その他（共済組合負担金など）


